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3-2-4 施工計画／調達計画 
3-2-4-1 施工方針／調達方針 
(1)事業実施に係る基本事項 
本プロジェクトの実施に関し、日本国政府及びパラオ国政府との間の交換公文(E/N)
が締結された後、日本国籍を持つコンサルタントとパラオ国政府との間でコンサルタン

ト契約が結ばれる。 
コンサルタントは、工事に必要な図面、仕様書、積算書及び工事入札、契約に必要な

図書の作成を行い、パラオ国政府の承認の上、入札資格審査、入札書類の審査手続きを

経て、入札により日本法人の建設会社が選定される。 
建設工事は、パラオ国政府と建設会社との間で締結される工事契約に基づき行われる。 
建設工期は、施設規模・内容及び建設予定地の立地条件から判断して、約 10 ヶ月を
想定する。 

(2)施工に係る基本方針 
1)既存交通機関への配慮 

建設工事は、ペリリュー州零細漁業の水揚げ場である北港物揚場整備ペリリュー州

とコロール州とを結ぶ重要な供用中のインフラである航路の浚渫及び物揚場整備であ

ることから、漁業活動及び航行船舶への安全には十分に配慮して施工する。従って、

工事期間中の水産物の水揚げや定期船や観光船の旅客及び貨物の荷揚げ機能を損なわ

ない工事施工計画を立案する。 
2)環境保全 

パラオ国の海域は、サンゴ礁が発達し、透明度も高く、生物相も多様性に富んだ自

然豊かな水域である。しかし、計画サイトや航路周辺に限ってみると生活排水等の流

入による大腸菌数の増加や透明度の悪化により、他の海域に比べ、良好な環境にはな

い。しかし、航路浚渫にあたっては、航路沿いに生育するサンゴを含む生態系に配慮

して、作業中の濁りの拡散を防止する措置をとる。 
同様に、泊地及び航路の浚渫では、岩盤撤去のため一部水中発破を伴うことも想定

されるので、生態系を含む周辺の環境保全には万全を期す。 
また、物揚場整備にあたっては、航路に隣接するマングローブ保全区域へ影響が及

ばないように環境保全に努める。 
建設工事期間中の泊地及び航路周辺の砂の動向を把握するため、浚渫に伴う深浅測

量を工事着手前、工事施工中（適宜数回）及び工事完了後にモニタリング調査として

実施する。 
3)施工・調達方針 

計画サイトの環境面への配慮から、物揚場の施工にあたっては現地での工事量を最

小限に少なくし、コロール州で製作が可能なプレキャスト部材を積極的に用いる。 
現地建設会社が保有する建設機械・作業船舶は、数量が限られているため、必要に

応じて日本あるいは第 3国から調達する。なお、一般労働者については、現地建設会
社から雇用する。 
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(3)相手国側実施体制 
本プロジェクトのパラオ国側の責任主体および実施機関はつぎのとおりである。 

入札責任機関 
：資源開発省（Ministry of Resources and Development） 

事業調整業務機関 
：資源開発省（Ministry of Resources and Development） 

工事実施機関 
：資源開発省（Ministry of Resources and Development） 

運営維持管理機関 
：ペリリュー州政府（Peleliu State Government） 

 

3-2-4-2 施工上／調達上の留意事項 
(1)施工上の留意事項 

1)既存交通機関への配慮 
工事は、ペリリュー州零細漁業の水揚げ場である北港物揚場整備及びペリリュー州

とコロール州とを結ぶ重要なインフラ施設である航路の浚渫であることから、漁業活

動及び航行船舶への安全に配慮して実施する。また、工事期間中の水産物の陸揚げ機

能、旅客の乗降及び貨物の荷揚げ機能を損なわないようにするため、工事用資機材の

仮設陸揚げ施設を設置する。 
2)環境保全 

計画サイト周辺の海域は、生活排水等の流入により透明度及び水質ともに低下し、

良好な環境にあるとは云えないが、泊地及び航路浚渫にあたっては、作業中の懸濁物

質の拡散を極力防止するために汚濁防止膜（枠）を敷設する。 
3)施工計画 

計画サイトの環境面への配慮から、施工にあたっては現地での工事量を最小限とし、

コロール州で製作が可能なプレキャスト部材を積極的に用いる工法を採用する。 
建設工事期間中の計画サイト海域の砂の動向を把握するため、モニタリング調査と

して深浅測量を工事着手前、中間検査時、工事施工中(適切な測線間隔、例えば 500m
区間毎に測線間隔 20mで実施)及び工事完了後に実施する。 

(2)建設事情  
1)建設会社 

パラオ国には、数社の建設会社があり、クレーン、ブルドーザー、引船など汎用建

設機械船舶を保有し、小規模な埋立工事や陸上土木工事、建築工事等を行っている。

本プロジェクトのような大規模浚渫工事を含む本格的な港湾土木工事を単独で実施す

る能力には欠けるが、日本の建設会社のもとでサブコントラクターとしての活用は十

分可能である。 
2)建設機械 

パラオ国では、現地大手建設会社が、クレーン、バックホウ及びダンプトラック等
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の汎用的な土木機械や台船、タグボート等の作業船舶を所有しており、現地調達可能

であるが、機種、保有数量が限られた上、機械類の型式も旧型で保守・整備状況は良

好とは云えない。従って、航路浚渫等の海上工事については、工程及び工事出来形確

保のため万全の船舶機械設備で施工する必要があり、バックホウ浚渫船、大型バック

ホウ（2m3級）、自航潜水士船、台船、大型砕岩用ブレーカー（3,000kg 級）等、パラ
オ国で調達不可能な海上工事用機材については、日本調達とする。 

3)建設資材 
本プロジェクトに必要となる建設資材は、主に物揚場整備のための骨材、セメント、

水、鉄筋、捨石等となる。これらの建設資材の内、砂、砂利、砕石等の骨材は、ほと

んどがコロール州で調達可能である。また、木材、鉄筋、セメント等の一般的な土木、

建築材料については輸入品が市場に出回っており、同様にコロールにて調達可能であ

る。港湾施設特有の航路標識、係船柱、吸い出し防止シート、防舷材等、現地調達が

困難な資材については、規格、品質、耐久性及び納期等を総合的に勘案し日本調達と

する。なお、砂を除いてペリリュー州では調達できないので、ほとんどの資材はコロ

ールからペリリューまで海上輸送することとなる。物揚場を構成する各部材は現地で

の施工を最小限にするため、コロール州でプレキャストコンクリートを製作してペリ

リュー州まで海上輸送する。 

4)労働者 
バックホウ浚渫船を使用するサンゴ礁の岩盤地帯の浚渫など特殊作業には、日本か

らの熟練技術者の指導が必要となる。また、一般熟練工および土木作業員は、現地建

設会社等からの調達が可能である。 
5)安全管理 

本プロジェクトでは、既存の航路およびペリリュー州唯一のインフラ施設の改修工

事となることから、浚渫および物揚場改修などの施工にあたっては、漁船及び一般船

舶等の航行・荷役作業に支障を与えないよう、工程及び安全面について以下の安全管

理計画を立案する。 
(a)工事現場・仮設ヤード 

工事現場・仮設ヤードへの第三者立ち入り禁止措置として、工事看板、工事安全

看板、安全柵を設置するとともに、工事用車両の出入り口には、交通誘導員、資材

置き場には 24時間体制で警備員を配置する。 
(b)海上工事 

一般船舶の安全航行を確保するため、工事期間中、バックホウ浚渫船、仮係留待

避所周辺に浮標灯を設置し、容易に作業区域を識別できるようにする。また、沈船

及び海底ケーブルの位置表示のため、マーカーブイを設置し、損傷防止に努める。 
土捨場は平成 11 年のプロジェクト時に作業ヤードとして使用されたペリリュー

島北港の背後地を計画する。また、浚渫土量全てをここで処理することは不可能な

ので、島中南部の公共用地に、一部運搬することも考慮する。現地における基本設

計概要説明の時点で、北港から約 2km の位置に浚渫土の最終処分用地がペリリュー
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州政府により準備されていたことを確認した。その後の処理は、ペリリュー州政府

がパラオ国環境庁(E.Q.P.B)等中央政府機関と協議の上、埋立等に使用することとす
る。 

(3)施工上／調達上の留意事項 
1)浚渫工 

(a)汚濁防止 
本プロジェクトサイトの海域は、生活排水等の流入により水質の低下が進んでい

るものの、工事による汚染等が周辺海域に拡散することなど、環境の保全には十分

配慮する必要がある。特に、浚渫工事に伴う濁りの発生には、図 3.2.4.2(3)-1に示す
ようなシルトプロテクターを使用して濁りの拡散防止対策を行うこととする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2.4.2(3)-1 シルトプロテクター使用の浚渫作業イメージ 
(b)岩盤浚渫 

現地調査において、航路標識 No-16R～No-20Rの周辺で岩盤の存在が確認された。
岩盤の掘削除去の工法は、周辺海域及び生態系への影響を考慮して、バックホウ浚

渫を基本とするが、岩盤の硬さによって、施工が困難な場合には、水中発破による

浚渫の可能性もある。 
岩盤条件により、もし、水中発破を実施する場合は、掘削土砂の飛散・拡散を防

止するため、１回毎の発破の範囲と使用火薬量等を綿密に検討し、必要十分な量に

よる発破作業とする。また、汚濁防止膜だけでは不十分な場合に備え、エアーカー

テン装置等の準備など、水中圧力波の衝撃を軽減するなど２重の防止策の措置を執

る必要がある。 
施工業者には、水中発破による浚渫を含む本事業の環境認証に基づき、パラオ国

環境庁(E.Q.P.B)に水中発破作業を実施する場合は、事前に報告するように指導する。 
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(c)深浅測量（モニタリング調査） 
泊地及び航路の浚渫において、出来形管理とともに砂の動向把握のためのモニタ

リング調査として行なわれる深浅測量によって、施工業者が浚渫延長を適宜、区間

分割して、適切な測線間隔のもと区間毎に測量し、出来形が確保されていることの

確認及び将来の維持浚渫を効果的に実施するためのデータを収集する。 

2)施工業者 
施工業者は、現地の自然条件、海象条件を十分勘案した適切な仮設計画、施工計画

及び工程計画を立案し、コンサルタント及び相手国実施機関の承認を得て施工するも

のとする。 

日本からの要員及び専門技術者の派遣は、該当する工種の進捗状況に沿って適切な

人数、時期、期間を計画する。 

 

3-2-4-3 施工区分／調達・据付区分 
日本国側及びパラオ国側の負担事業は、以下のように区分される。 

(1)日本国側の負担事業 
表 3.2.4.3(1)-1 日本側の負担事業費総括表 

施設名 内容(数量、仕様等) 金額(百万円) 

物揚場整備 基礎工(床堀、基礎捨石) 

本体工(重力式護岸) 

上部工、舗装工、付属工他 

57.0 

浚渫工 航路及び泊地 

航路幅 21m 
92.4 

航路標識 航路標識  3.3 

直接工事(共通) 仮設桟橋 

機械船舶損料 

輸送梱包費他 

79.6 

直接工事費計 232.3 

共通仮設費 180.0 

現場管理費  74.0 

一般管理費  38.0 

建設費合計 524.3 

設計管理費  57.0 

日本側事業費合計 581.3 

(2)パラオ国側の負担事業 
  パラオ共和国資源開発省海洋資源局は、年間予算 425,000 米ﾄﾞﾙの内約 5.4%にあたる

24,500 米ﾄﾞﾙを、同省公共事業局は年間予算 1,350,000 米ﾄﾞﾙの内約 0.1%にあたる 1,000
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米ﾄﾞﾙを事業経費に係わる経費として負担する。この負担は各部局の予算規模から勘案し

て可能である。 

1)ペリリュー州における工事用地、工事用道路、作業ヤード、土捨場及びコロール州
における仮設ヤードの提供、浚渫土砂及び建設残土の処理 

2)各種許認可の取得、銀行取り決めに係わる事項 
3)工事用車両により、既存道路に不具合が生じた場合の補修 
表 3.2.4.3(2)-1に、パラオ共和国側負担事業に係わる概算事業費を示す。 

 

表 3.2.4.3(2)-1 パラオ国の負担事業費 

内容 数量 事業費(米ﾄﾞﾙ) 備考 

仮設ヤード・土捨場整備 23,000m2  18,000

安全柵等場内整備 1km 1,000
海洋資源局 

道路の整備 1km 1,000 公共事業局 

銀行取決めに係わる手数料 １式 5,500 海洋資源局 

合計 25,500 (約 2,820,000円) 

(1米ﾄﾞﾙ=110.69円) 

 

3-2-4-4 施工監理計画／調達監理計画 
(1) 施工監理の方針 

1) 両国関係機関、担当者と密接な連絡、報告を行い、実施工程に基づく遅滞のない施
設の完成を目指す。 

2) 設計図書に合致した施設建設のため、施工関係者に対して迅速かつ適切な指導及び
助言を行う。 

3) 建設工事に使用する資材等の品質、納期等問題のない限り現地資機材による工法の
採用を優先させる。表 3.2.4.4(1)-1に建設用資材・機械調達先を示す。 
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表 3.2.4.4(1)-1 建設用資材・機械調達先 

調 達 先 備  考 
資機材名 

現 地 日 本 第三国  

[資材] 

油脂類 ○  －  

鋼材（鉄筋等）  ○ －  

砕石 ○  －  

石材 ○  －  

合板・角材 ○  －  

セメント・骨材 ○  －  

コンクリート ○  －  

目地関係  ○ －  

係船柱  ○ －  

防舷材  ○ －  

航路標識  ○ －  

割合(%) 64％ 36％ －  

[建設機材]     

2.0m3バックホウ浚渫船  ○ －  

大型ブレーカー3,000kg級  ○ －  

土運船 ○  － 
600t積台船 ○  － 

土運船は運転効率

を考慮して2隻とす

る 

600t積台船  ○ － 建設資機材運搬用 

引船 700ps ○  －  

引船 400ps ○  －  

自航潜水士船  ○ －  

バックホウ 1.0m3 ○  －  

クローラクレーン 50吊級 ○  －  

クローラクレーン 100t吊級  ○ －  

タイヤローラー ○  －  

トレーラー20t積 ○  －  

トラックミキサー ○  －  

ブルドーザ 15t ○  －  

割合(%) 56％ 44％ －  
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4) 施工方法・施工技術に関する技術移転を行う姿勢で臨み、無償資金協力プロジェクト
としての効果を発揮させる。 

5) 施設完成引き渡し後の施設の保守管理に対し、適切な助言と指導を行い円滑な運営を
促す。 

(2)工事監理業務 
1) 工事契約に関する協力 

工事施工者の選定、工事契約方式の決定、工事契約書案の作成、工事内訳明細書の

内容調査、工事契約の立会い等を行う。 
2) 施工図等の検査及び確認 

工事施工者から提出される施工図、材料、設備資材の検査等を行う。 
3) 工事の指導 

工事計画及び工事工程等の検討、工事施工者の指導、施主への工事進捗状況の報告

等を行う。 
4) 支払い承認手続きの協力 

工事中及び工事完了後に支払われる工事費に関する請求書等の内容検討、手続きに

関して協力を行う。 
5) 検査立会い 

工事期間中、必要に応じて、各出来高に対する検査を行い、工事施工者を指導する。

コンサルタントは、工事が完了し契約内容が遂行されたことを確認の上、契約の目的

物の引渡し立会い、施主の受領確認を得て業務を完了する。なお、建設中の進捗状況、

支払い手続き、完成引渡しに関する必要事項を日本国政府関係者に報告する。 
 

3-2-4-5 品質管理計画 
(1)材料の品質管理 
本工事に使用する材料については、漁港工事共通仕様書（全国漁港協会）及び港湾工

事共通仕様書(日本港湾協会)に従い管理し、事前の製作承認等を受け使用するものとす
る。 

(2)コンクリートの配合計画 
本工事で使用するコンクリートおよびモルタルの配合を策定し、事前に試験練りの強

度、練り混ぜ時間などを確認するとともに、打設方法について検討を行う。また、各配

合別に、試験成績表、コンクリート強度管理表、管理図（X-R 管理図等）を作成し、品
質の維持、管理を行う。 
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3-2-4-6 資機材等調達計画 
本計画実施に必要な資機材の調達にあたっては、特に下記の事項に留意する。 

(1) 調達方針 
現地での供給可能な資機材について、その品質（および検査状況）、供給能力（納期、

量）を十分検討し、できるだけ現地調達を優先する。日本からの調達はコスト面、納期

面から最小限にとどめる。 
1) 日本からの調達 

日本から調達される資材の中で、注文製作または国内加工が必要な資材は、発注、

製作、梱包、出荷に期間を要するため、綿密な調達輸送計画を立てなければならない。 
建設機械は、基本的に現地または近隣諸国から調達し、日本からの調達は最小限にと

どめる。 
2) 現地調達 

現地調達資材のうち、主材料である石材、骨材等については、その産出地、品質、

運搬能力等を十分考慮して決定する。 
3) コスト 

現地調達及び日本調達の資機材は、コスト比較を行いコストの安いものを採用する。

日本からの調達の場合には、梱包・輸送・保険・港湾費用の加算と免税扱いとなる点

に留意する。 
両国間の交換公文(E/N)上、日本国建設会社による輸入及びパラオ国内調達資機材・

材料は免税扱いとなることが明記されている。資機材・材料のパラオ国内市場価格は

内税表示でその免除・還付を実施するシステムは確立されていない。 
(2)調達品目 
以上の調査方針を基に、調達品目は以下に示すとおりである。 

1) 材 料 
現地調達：骨材、砂、セメント、鉄筋、捨石等 
日本及び第 3国調達：防舷材等 

2) 建設機械 
現地調達：土運船､作業台船、トレーラー、ダンプトラック 
日本調達：バックホウ浚渫船、引船、揚錨船、潜水士船、クローラークレーン、バ 

イブロハンマー、ブルドーザー、バックホウ、ダンプトラック、発電機 
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3-2-4-7 実施工程 
日本政府の無償資金協力により本計画が実施される場合、両国間の交換公文（E/N）

締結後に、パラオ国政府によって日本国法人コンサルタントの選定が行われ、同国政

府とコンサルタントの間で設計監理契約が締結される。その後、詳細設計、入札図書

作成、入札・工事契約及び建設工事を経て事業は完了する。 
(1)詳細設計業務 
パラオ国の本計画の実施機関と日本国法人コンサルタントとの間でコンサルタント契

約が締結された後、契約書の日本国政府による認証を経て、コンサルタントは詳細設計

を開始する。詳細設計では、本基本設計調査報告書をもとに、詳細設計図書、仕様書、

入札要綱等の入札用設計図書一式が作成される。この間、パラオ国政府側と施設・機材

の内容に関する協議を行い、最終的に入札設計図書一式の承認をパラオ国政府から得る

ものとする。 
実施設計の所要期間は、約 2.5ヶ月を要する。 

(2)入札業務 
本計画施設の施工業者（日本法人建設会社）は、入札により決定される。入札は、入

札公示、入札参加願いの受理、資格審査、入札図書の配布、入札、入札結果評価、工事

請負会社指名、工事契約の順に行われ、約 2.0ヶ月を要する。 
(3)建設工事 
工事契約締結後、契約書の日本政府による認証を経て工事に着手する。本プロジェク

トの施設規模・内容、現地建設事情等を考慮し、不可抗力による事態が起こらないとい

う前提のもとに工期を試算した結果、必要工期は約 10ヶ月が必要とされる。 
交換公文（E/N）締結以後、竣工に至る本事業の実施工程は、表 3.2.4.7.(3)-1に示すと
おりである。 
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3-2-5施設建設による環境への影響 
本計画おいて環境影響要因と考えられる工事は、浚渫工事、土捨場及び物揚場建設で

ある。計画サイト及び航路を含む周辺の海域は、生活排水等の流入により大腸菌数の増

加など一部汚染が進んでいるものの、外洋と接しているため工事による濁りの拡散防止

には万全を期す必要がある。計画サイト背後には近接して民宿と食堂が存在することか

ら、建設工事にあたっては自然環境や生活環境に配慮する。環境要因となる工種ごとの

環境への影響低減対策を以下に示す。 
(1)浚渫工事及び土捨場 
浚渫工事は、航路浚渫、泊地浚渫及び物揚場建設に伴って発生する浚渫工事によって

濁りの発生が考えられ、点在するサンゴを含む生態系への影響が可能性として考えられ

る。従って、航路浚渫に際しては、汚濁防止膜の設置や施工中の監視体制の強化と、濁

り発生から対策完了までの手順の明確化により汚濁物質の拡散を防止することとする。 
また、浚渫工事では、航路の一部に岩盤の存在が確認されているため、水中発破によ

る掘削が必要になる場合がある。水中発破作業を行う場合には、水中圧力波の衝撃を軽

減し、生態系への影響を極力低減するための装置の配備等を考慮する必要がある。 
一方、物揚場建設予定地周辺海域においては、稚魚などの生育場となる藻場がみられ、

物揚場建設及び泊地浚渫のために部分的に一時浚渫することとなる。しかし、物揚場工

事の範囲は、藻場全体面積に占める割合が非常に少なく、海草類は地下茎で増殖するこ

とから、工事終了後はすみやかに回復に向かうものと予想される。さらに、海藻類は、

濁りに比較的強いことを勘案すると、当該域の浚渫工事は規模が小さいことから濁りの

影響は小さいものと推定される。 
以上の結果、浚渫及び物揚場周辺の一時的な浚渫が海域環境に及ぼす影響は極めて小

さいと判断されるが、工事で発生する濁りの拡散防止のための汚濁防止膜等を設置する。 
土捨場については、浚渫土の海洋投棄はできないことから、ペリリュー島北港背後地等

に適切な場所を確保する。航路の浚渫土は、主にサンゴ岩とサンゴ砂、物揚場周辺部は

サンゴ砂で構成され、汚染物質は含まれていないものと考えられることから、土捨てに

伴う環境面での影響はないものと判断される。 
(2)物揚場建設 
建設工事が周辺環境に及ぼす影響を軽減するため、部材のプレキャスト化を図り、コ

ロール州で製作作業を行なうことによって、計画サイトにおける作業量を少なくする。 
海域環境面への配慮事項として、建設作業時に発生する排水対策を十分に考慮する。さ

らに作業海域から飛散する油脂類や構造物の破片・建設関連材料等々の海域への落下に

対する対策を講じる必要がある。 
生活環境面については、計画サイト背後には民宿 1軒、食堂 1軒があり、工事に伴う
騒音等の影響に配慮する必要がある。したがって、計画サイトでの主要工種であるクレ

ーンによるコンクリートブロック据付、重機械による埋立、コンクリート舗装工の施工

方法については、騒音による被害を軽減させる低騒音型機械を配備することなどの配慮

が必要である。 
また、物揚場の西側拡張に併せ背後地のエプロンを整備するのに伴い、ペリリュー漁
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業協同組合施設周辺に植生するココヤシ、モクマオウなど樹木類の伐採の可能性がある

(図 3.2.5(2)-1)参照)。その場合、施工業者はパラオ共和国環境庁(E.Q.P.B)にその旨を報告
する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

× 
 
 
 
 
 

図 3.2.5(2)-1 北港物揚場周辺の植生状況 
 

3-3相手国側負担事業の概要 
本調査実施期間中にミニッツ等で確認された相手国側負担事項は、以下のとおりである。 

(1)浚渫等海洋土木工事を含めた建設許可手続き及び申請のための環境影響評価の実施 
(2)コロール州における仮設ヤードの提供 
(3)ペリリュー州における建設サイトの確保及び関連する作業ヤード、土捨場及び建設残土

(浚渫土)の投棄場所(サイト近隣)の確保と処分 
(4)パラオ国へ輸入される機材の通関における免税処置 
(5)銀行取決め及び支払受権に係る手数料 
(6)認証された契約及び契約に係る業務を遂行するためにパラオ国に入国する日本人に対
し、パラオ国内で課せられる税金その他の課徴金の免税 

(7)認証された契約に係る業務を遂行するためにパラオ国に入国する日本人に対し、同国入
国及び滞在に必要な便宜を与えること 

(8)本計画に必要な費用で、日本の無償資金協力の範囲外の一切の費用の負担 
  注）しかしながら、(6)に関し、日本企業が現地にて資材等を調達した場合、還付措置が 

難しい現状にある。パラオ国内の調達品目と価格に含まれる税金を以下に示す。 

:状況により伐採の可能性のある樹木 

:伐採の必要のある樹木 
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表 3.3-1 税金の種類と品目 

現地調達品目 価格 税金の種類 

油脂類 0.05米ﾄﾞﾙ／ｶﾞﾛﾝ Import Tax 

セメント 価格の 4% Gross Revenue Tax 

（事業所得税） 

コンクリート 同上 同上 

石材 同上 同上 

コンクリート用骨材 同上 同上 

角材 同上 同上 

合板 同上 同上 

その他一般土木資材等 同上 同上 

(出典: General Information on Tax and Business Licenses in the Republic of Palau, Ministry of  

Finance, January 2004) 

 
3-4 プロジェクトの運営・維持管理計画 

(1)管理・運営組織 
本計画は、物揚場拡張、航路浚渫及び航路標識の施設からなっており、プロジェクト

実施後の供与施設の管理運営は、パラオ国資源開発省及びペリリュー州政府の公共事業

部が管轄する。資源開発省は、本案件の担当部局である海洋資源局が、ペリリュー州政

府は公共事業部公共事業課が運営・維持管理の実施機関となる。それぞれの組織図を図 
3.4(1)-1及び 3.4(1)-2に示す。 

 

                           
 
  

 

  

 

 

 

 

 

                               ：担当部局 

図 3.4(1)-1 資源開発省 海洋資源局組織図 

 

資源開発省 

海洋資源増養殖課 

海洋資源局 公共事業局 土地測量局 

パラオ海事委員会 管理課 

漁業管理課 海洋保全/保護計画 漁業開発計画 

農業局 
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                                  ：担当部署 

図 3.4(1)-2 ペリリュー州政府組織図 

ペリリュー州には、日本政府によって平成 6年及び平成 11年に供与された製氷施設を
含む水産施設があり、この施設は地元の漁業組合 BFCAによって運営管理されている。 
本計画の機材で日常の維持管理が必要となるものとして、航路標識がある。航路標識

に関して、船舶の接触等による故障、電源の不良等が発生した場合には、船舶の航行安

全に支障が生じることから、航路標識の状況について定期的な点検整備等の作業が必要

となる。 
(2)物揚場及び航路の維持管理計画 
物揚場は、照明灯、防舷材及び係船柱の部品交換やサビ止め等の整備、コンクリート

舗装工の補修等々の維持管理等が必要である。また、しかし、物揚場への船舶の衝突等

によって一部が破損することが考えられる。これらの修復については、小規模なものは

州政府が対応し、大規模なものについては州政府の要請に応じて中央政府が実施するも

のとし、各機関における対応は概ね次のとおりである。 
1)航路及び泊地の維持浚渫 
 資源開発省が現地建設会社に委託し、航路及び泊地内に堆積した土砂の維持浚渫と

浚渫土砂の処分 浚渫土量は約 4,300m3/年 
2)州政府直営による物揚場諸施設(防舷材、係船環等)損傷等の部品交換、錆止め、塗装
等 

3)州政府直営による航路標識の塗装及び部品交換 
また、当該海域には流入河川などがなく航路への漂砂の供給源を特定することは難し

いが、底質分析の結果、その成分が貝殻混じりコーラルサンドであることから、周辺海

域のサンゴ礁からサンゴ性土砂が航路に流入すると推察される。また、既存物揚場西側

の砂浜海岸に物揚場を約 40m拡張するのに伴い、新物揚場護岸、新規の斜路及びランプ
ウェイ等構造物の隅各部付近、泊地、航路において砂が堆積する可能性がある(図 
3.4(2)-1 北港拡張後の堆砂予想模式図参照)。そのため、上記 1)に関連し、プロジェクト
完成後の航路及び物揚場周辺の水深維持管理のため、測定点を定めた定期的なモリタニ

ング深浅測量を実施する必要がある。 
深浅測量は、航路及び物揚場周辺の漂砂の移動傾向及び堆積過程等の地形変化特性を

州知事

業務部 

船舶事業部 公共事業部 税金徴収部 財務部 

消防／救急課 公共事業課 水道課 
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把握するための重要な資料となるもので、これらの結果をもとに維持浚渫等の対策を立

案することとする。深浅測量の管理は、資源開発省土地測量局の測量技術者が対応可能

である。なお、深浅測量の方法については、 
・測量の頻度：年 3～4回程度とし、地形変化状況が把握できる精度とする。 
・測定ポイント：例えば、既存北港位置(測定点数点)、新規北港位置(測定点数点)、 

泊地(測定点数点)及び航路部の航路中央付近、航路両端の各 7点(標
識数 12×7点)、 

など、定点測量を数年間実施し、航路及び北港周辺海域の地形変化状況を確認する。 
 
 
 
 
 
 
 
    
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3.4(2)-1 北港拡張後の堆砂予想模式図 

 

3-5 プロジェクトの概算事業費 
3-5-1 協力対象事業の概算事業費 
本計画を日本政府の無償資金協力によって実施する場合に必要となる事業費の総額は、約

5.84 億円となる。先に述べた日本政府とパラオ国政府との負担区分に基づく双方の経費内訳
は、以下に示す積算条件をもとにつぎのように見積もられる。 

北港 

海

陸

北港拡張部分

ランプウェイから斜路付近 

ランプウェイ隅角部付近 

北港西側 

護岸付近 

漂砂堆積予想箇所 
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(1)日本側負担経費 

表 3.5.1(1)-1 日本側負担概算経費（単位：億円） 

事業費区分 合  計 

建設費 
直接工事費 
現場経費 
共通仮設費等 
一般管理費 

 
2.32 
0.74 
1.80 
0.38 

設計監理費 0.57 

合  計 5.81 

 

(2)パラオ国側負担経費 

パラオ国側負担経費は、仮設ヤード及び土捨て場の造成・整備、安全柵の設置等で約

米ﾄﾞﾙ 25,500となる。詳細は、以下のとおりである。 
表 3.5.1(2)-1 パラオ国側負担概算経費 

内容 数量 事業費(米ﾄﾞﾙ) 備考 

仮設ヤード・土捨場整備 23,000m2  18,000

安全柵等場内整備 1km 1,000
海洋資源局 

道路の整備 1km 1,000 公共事業局 

銀行取決めに係わる手数料 １式 5,500 海洋資源局 

合計 25,500 (約 2,820,000円) 

(1米ﾄﾞﾙ=110.69円) 

  (3)積算条件 

積算時点：平成 17年 11月末 
為替交換レート：1米ﾄﾞﾙ＝110.69円 
施工期間：詳細設計及び工事の実施期間は、実施工程表に示すとおりである。 
その他：本計画は、日本政府の無償資金協力の精度にしたがって実施されるものと

する。表 3.5.1(3)-1に協力対象事業費の内容と概算経費内訳を示す。 
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表 3.5.1(3)-1 協力対象事業費の内容と概算経費内訳 

施設名 内容(数量、仕様等) 金額(百万円) 

物揚場整備 基礎工(床堀、基礎捨石) 

本体工(重力式護岸) 

上部工、舗装工、付属工他 

57.0 

浚渫工 航路及び泊地 

航路幅 21m 
92.4 

航路標識 航路標識  3.3 

直接工事(共通) 仮設桟橋 

機械船舶損料 

輸送梱包費他 

79.6 

直接工事費計 232.3 

共通仮設費 180.0 

現場管理費  74.0 

一般管理費  38.0 

建設費合計 524.3 

設計管理費  57.0 

合計 581.3 

 
3-5-2 運営・維持管理費 

記述した管理運営組織による要員は、パラオ国政府職員やペリリュー州政府の職員でまか

なわれ、新たな人件費は発生しない。定期船運賃、貨物料金や入島料はすでに徴収しており、

州の一般会計の収入となっている。本計画の実施によって航路の維持浚渫に係わる維持管理

費、物揚場諸施設の維持管理費が必要となる。この費用は、浚渫土量や施設の損傷の程度に

よって金額が毎年変化することから、ペリリュー州政府は定期船運賃や貨物料金を一般会計

に組み込み、資源開発省が援助することで維持管理費を予算化することを提案する。維持管

理の主な内容と維持管理費用の概算を表 3.5.2-1 に示す。表 3.5.2-1 の維持管理費用は、浚渫
土量の大小や、施設の状態の程度によって毎年変化するが、ペリリュー州の年間予算の内の

事業費に、定期船運航収入を含むペリリュー州の収入を一般会計に組み込み、資源開発省が

援助することで維持管理費の予算化は可能となる。 
また、上記維持管理費の一部となるペリリュー州の平成 16 年及び平成 17 年(途中)の収入
状況を表 3.5.2-2に示す。 

 



 3-71

表 3.5.2-1 北港物揚場及び航路の維持管理費用 

 平成 19年度(想定)  (千円) 
１．航路及び泊地維持浚渫（外部委託） 3,400 
  人件費（引船及び浚渫船作業船団乗組員給与） 1,800 
  作業船損料(引船＋ポンプ浚渫船＋ダンプトラック等) 1,600 
２．物揚場維持管理  500 
  部品購入費(防舷材,外灯ランプ等)  300 
  消耗品費(塗料他一式)  200 
３．航路標識維持管理費  400 
  部品購入費(ランタン等)  260 
  消耗品費(塗料他一式)  140 

合計(1+2+3)  4,300 
 浚渫土量は年間約 4,300m3程度と想定する。これは平成 11年の前回プロジェクト完了時か 
 ら 6年を経過して、本事業の浚渫土量が約 26,000m3となったことによる。 
   （年間維持浚渫量 V=26,000m3÷6年≒4,300m3／年） 
 

 なお、航路及び物揚場周辺の維持浚渫は、ペリリュー州政府では対応が困難なため、 
 ペリリュー州政府の要請によって中央政府が現地建設会社へ外部委託することにより 
 実施する。 

表 3.5.2-2 ペリリュー州の収入(平成 16 年及び平成 17 年) 

 
平成 16年度 

(米ﾄﾞﾙ) 

平成 17年(平成 16年 10月 

～平成 17年 7月 10ヶ月間の集計) 
(米ﾄﾞﾙ) 

船舶運賃・貨物料金 53,455 58,460 
水道、自動車税  9,959  8,568 
ダイビング料金 27,550 56,636 
観光料金  1,377   9,927 

合計 92,340 133,591 
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3-6 協力対象事業の実施に当たっての留意事項 

協力対象事業を円滑に実施するための留意事項を以下に示す。 
(1) パラオ国側に対して 

1)相手国政府による建設許可申請に必要な環境影響評価の実施や浚渫を含む海洋・陸上土 
木工事に関わる許可取得等の手続きを迅速に実施する。 

2)工事の実施には、コロール州におけるコンクリートブロックの製作ヤード及びペリリュ
ー州における仮設ヤードや浚渫土の土捨て場が必要となる。パラオ国政府によるコロー

ル州内での政府/民間所有のヤードの確保及びペリリュー州内における個人所有地の一
時使用等の協力が必要である。 

3)工事期間中は、北港物揚場での漁業作業や港湾荷役作業に支障をきたすことから、必要
に応じて既設物揚場利用の制限を行う必要がある。 

(2) 日本側に対して 

1)環境局(EQPB)との密な協議により事業を推進する。 
2)ペリリュー州の伝統や伝統的地方指導者(Chief)制度を尊重し事業を推進する。 
3)水質汚濁防止処置等の環境保全策に留意して事業を推進する。 

 



 

 

 

 

第 4章 

プロジェクトの妥当性の検証 
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第 4章 プロジェクトの妥当性の検証 

4-1 プロジェクトの効果 

このような背景のもとで実施される本計画は、以下に示す直接・間接効果をもたらす。 

(1) 直接効果 

1) 水揚げ作業の効率化と漁民の利便性向上 

物揚場を西側へ 41m延伸することにより、漁船と定期船の係留岸壁が区別され、平成 17

年 8 月に記録された日平均漁船数（冠婚葬祭時を除く）は常時接岸可能となり、水揚げ作

業の効率化並びに作業の安全性が向上する。 

2) 航路及び泊地の浚渫による大型定期船の稼働率向上 

(a)航路及び泊地浚渫により、大型定期船の満載時年間航行可能日数は現状の 44日間に対

し、年間 323日以上となる(平成 17年の PNCC潮位表による)。 

(b)大型定期船の航路(約 5.5km)の所要通過時間は、現状の 55 分から 30 分程度に減少し、

首都コロールへの所要時間が短縮される。 

3) 航路標識の整備による安全航行の確保 

航路標識の設置により安全航行が確保され、大型定期船の稼働率の向上が見込める。 

(2) 間接効果 

1) 水揚げ作業の効率化並びに大型定期船の稼働率向上にともない、首都コロールへの漁獲

物の安定した供給が可能となる。 

2) 錨泊地及び航路浚渫、物揚場の整備により、生活物資を海上交通に依存するペリリュー

州のライフラインが強化される。 

3) 水産業の振興、旅客数及び貨物量の増加に対し、その受け入れ施設である北港の港湾能

力が改善され、ペリリュー州の経済活動の活性化の一助となる。 

計画実施による効果と現状改善の程度を、表 4.1-1に示す。 

 

表 4.1-1  計画実施による効果と現状改善の程度 

現状と問題点 
本計画での対策 

（協力対象事業） 
計画の効果・改善の程度 

大型定期船により、岸壁が占有さ

れる状態が常態化しており、利用

船舶数に対し、岸壁延長が不足す

るため、沖待ちによる漁獲物の水

揚げ作業の停滞に伴う鮮度の低

下、作業の安全性の低下が発生し

ている。 

物揚場を西側へ 41m

延伸する。 

漁船と定期船の係留岸壁が区別さ

れ、通常時の漁船は常時接岸可能

となり、水揚げ作業の効率化並び

に作業の安全性が向上する。 
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現状と問題点 
本計画での対策 

（協力対象事業） 
計画の効果・改善の程度 

大型定期船により、岸壁が占有さ

れる状態が常態化しており、利用

船舶数に対し、岸壁延長が不足す

るため、沖待ちによる漁獲物の水

揚げ作業の停滞に伴う鮮度の低

下、作業の安全性の低下が発生し

ている。 

物揚場を西側へ 41m

延伸する。 

漁船と定期船の係留岸壁が区別さ

れ、通常時の漁船は常時接岸可能

となり、水揚げ作業の効率化並び

に作業の安全性が向上する。 

定期船の大型化と堆砂に伴い航

路水深が不足している。 

定期船の最大水深 2.4m に対し、

現航路最浅水深 DL-1.0m で低潮

位時には入出港が不可能である。 

航路(航路幅 21m)及

び泊地の浚渫を行う。

航路水深 DL-2m(一部

DL-2.5m) 

泊地水深 DL-2m(一部

DL-3m) 

航路及び泊地浚渫により、大型定

期船の満載時年間航行可能日数が

改善される。 

また、大型定期船の航路(約 5.5km)

の所要通過時間が減少し、首都コ

ロールへの所要時間が短縮され

る。 

 

航路標識の不備で航路と標識の

視認が困難など、悪天候時に安全

な船舶の航行が困難である。 

No2 と航路標識 No4

の間に簡易航路標識

1基、航路標識 No.16

と No.18 の間に航路

標識 1基を整備する。

悪天候時の船舶の安全航行が確保

され、大型定期船の稼働率の向上

が見込める。 

 

成果指標策定に当たっては、平成 17年 8月に 20日間にわたり、ベースライン調査として

北港において、水揚げ量調査、漁業協同組合活動調査、港湾交通量調査、物流調査及び大型

定期船乗船調査を実施した。また、改善後の指標予測の方法として潮位変動と航路水深の検

討及び航路通過状況に関する大型定期船船長へのインタビューを実施した。 

 

4-2 課題・提言 

本計画施設の建設完了後、北港物揚場及び航路の有効利用を図り、ペリリュー州における

漁業活動及び港湾活動における課題を解決するために、管理運営機関となるペリリュー州政

府及び上位の責任機関であるパラオ国政府資源開発省は、以下の点について十分に留意し、

管理・運営にあたることを提言する。 

(1) 適切な運営管理 

施設を適切かつ円滑に運営管理するためには、漁業者及び一般の利用者への適切な指導・

規制等が必要である。 

(2) 適切な維持管理 

航路の埋没及び物揚場/護岸周辺部の水深の変化が予測されることから、施設完成後定期的
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に深浅測量を行い、航路埋没及び海底地形の変化状況の把握に努める。航路埋没、泊地埋没

及び地形変化が顕著な場合には速やかに維持浚渫をパラオ国資源開発省が行うものとする。 

(3) 物揚場の利用制限 

物揚場やランプウェイの計画対象船舶は、州所有の大型定期船をはじめとする船舶から設

定されており、計画船舶よりも大型の船舶の利用は禁止する。また、エプロン設計対象車輌(荷

重)は、20ft用トラクタトレーラー(荷重 50kN)であり、これより大型の重量車輌の北港での利

用を禁止する。 

(4) 航路及び泊地の利用制限 

航路と泊地は、州所有の船舶をもとに計画されている。航路の幅員と水深及び泊地内の回

頭域の規模を勘案すると現在就航している ODESANGEL_DIL 号よりも大型の船舶の航行及

び接岸は難しい。 

(5) 高波浪時の対応 

台風等の通過により高波浪が来襲する場合は、係留中の船舶は速やかに安全な海域に避難

すること、および、漁船等の小型船舶は周辺の砂浜に陸揚げすることが必要となる。 

(6) 船舶事故への対応 

航路部で船舶事故が発生した場合は、航路が閉鎖され北港への入出港ができなくなること

から、早急な対応が必要となる。 

(7) 漁業統計及び港湾統計の実施 

漁協により漁船の漁労日数、出漁当りの漁獲量及びコロール州への出荷量について調査し、

漁業の生産性に関する統計を作成する。また、物流の状況や観光客の動向把握のため、ペリ

リュー州政府により入港船舶の諸元、隻数及び取扱い貨物量、旅客数に関する統計資料を作

成する。 

(8) パラオ国内の技術協力及び民間施工能力の活用 

(2)に既述した維持管理に関し、定期的な深浅測量実施時には資源開発省測量局の測量班と

測量機材及びパラオ国際サンゴ礁センターの調査船等の協力が必要であろう。また、維持浚

渫時には、パラオ国民間建設・資材会社が所有する浚渫用小型ポンプ、バージ等の作業船の

活用が経済的である。 

(9) ペリリュー州による施設利用の工夫 

北港物揚場の拡張は、公有地の制限、マングローブ保護浅瀬の存在により限られた規模と

なっている。施工後の斜路や岸壁へのアクセスに不自由をきたす場合は、パラオ国側により、

拡張地域に隣接する樹木の伐採や既存の小屋の撤去等の施設利用の工夫が必要となる。 

 

4-3 プロジェクトの妥当性 

(1) 裨益対象と緊急性 

漁港の基本施設である北港物揚場は、その規模が小さく、大型定期船の就航に伴う混雑が

定常化し、漁船の接岸は大型定期船の係船状況に大きく左右されるとともに、施設の老朽化

が問題となっている。このため、漁船の出漁や水産物の陸揚げ等の漁港機能及び一般船舶の

接岸や貨物の荷上げ/荷降し等の港湾活動に支障をきたしている。また、北港のアクセス水路
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は、航路水深の不足によって潮位が低いときには、大型定期船や一般船舶の航行が制限され

るとともに、航路標識の整備不足によって船舶の航行安全性の確保が問題となっている。 

物揚場及び航路は、離島で水産業への依存度が高く、物流のほとんどを海上交通に依存す

るペリリュー州にとって、北港施設の改善・整備は緊急の課題となっている。 

本プロジェクトの裨益対象は、ペリリュー州の住民(571 人)のみならずパラオ国の人口の

70%が集中するコロール州の住民(13,303 人)に良質な水産物を供給する効果が期待されると

ともに、ペリリュー州を訪れる観光客、慰安団及びスポーツダイバー等の利便性が向上する。 

(2) 生命線(ライフライン施設)の整備 

北港は、物流と水産施設としてのペリリュー州の依存度が高いが、それは同州にとっての

基本的な産業と物流を維持するための生命線という位置づけである。本プロジェクト実施に

よる過度の収益性は存在しない。 

(3) 中長期的開発計画との合致 

本プロジェクトは、パラオ国の国家開発計画2020で強調されている「持続可能な地域開発」、

「自然環境と調和した経済発展」及び「自立した経済(水産業と観光産業の振興)」に合致した

ものである。 

(4) 環境面の配慮 

一方、環境面では、ペリリュー州が環礁に囲まれた島で、伝統的遺産が存在することから、

物揚場拡張に際して、計画サイト周辺に点在するパラオ国及びペリリュー州が指定する浅瀬、

沈船及びコンクリート構造物跡には接しない計画とした。また、航路についても、環礁の裂

け目を浚渫することから、周辺海域のサンゴの状況把握及び施工面で濁りの拡散防止対策の

実施等、環境に配慮した計画とした。 

(5) 維持管理 

本プロジェクトの完成後、計画施設はパラオ国政府からペリリュー州政府に移管され、管

理・運営は中央政府の支援のもと州政府が実施することとなっている。 

1) 現状の維持管理 

北港各施設は、現在、ペリリュー州政府公共事業部により、簡易な修復が行われている。 

2) 将来の維持管理 

本計画の維持管理運営組織は、パラオ国政府資源開発省及びペリリュー州政府公共事

業部であり、現状の人員や機材の活用及び現地建設会社への外部委託により実施する維

持管理計画を提案する。 

維持管理の主な内容と役割分担を表 4.3(5)-1に示す。 
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表 4.3(5)-1 維持管理の主な内容と役割分担 

作業主体 
維持管理作業 

パラオ国資源開発省 ペリリュー州政府 

定期的な浚渫計画 
測量局及び国際サンゴセンタ

ー等の協力により実施する。

必要に応じて左に記した作業

の支援を実施する。 

維持浚渫 

現地建設会社に委託して航路

及び泊地内に堆積した土砂の

維持浚渫と土砂の処分を行

う。 

必要に応じて左に記した作業

の支援を実施する。 

物揚場施設の保守 
必要に応じて右に記した作業

の支援を実施する。 

物揚場諸施設(防舷材、係船環

等)損傷等の部品交換、錆止

め、塗装を行う。 

航路標識の保守 
必要に応じて右に記した作業

の支援を実施する。 

航路標識の塗装、修理および

部品交換を行う。 

 

(6) 日本国の無償資金協力による実施 

以上のように、本計画におけるペリリュー州の漁業施設の改善及び整備は、無償資金協力

による実現が望まれており、本計画はその実施効果及び計画の性質から判断して妥当かつ有

意義と考えられる。 

 

4-4 結 論 

本プロジェクトは、前述のように多大な効果が期待されると同時に、本プロジェクトが広

く住民の BHN(Basic Human Need)の向上に寄与するものであることから、協力対象事業の一

部に対して、我が国の無償資金協力を実施することの妥当性が確認される。さらに、本プロ

ジェクトの運営・維持管理についても、相手国側の体制は人員・資金とも現時点では問題な

いと考えられる。 



 

 

 

 

（資 料 編） 
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資-1 

資料 1調査団員・氏名 
 
(1) 現地調査の調査団員の構成 
 
   氏名            担当               所属         
 
清水  勉   総  括   JICA無償資金協力部 
(Mr. Tsutomu SHIMIZU)                                   業務第三グループ 
 
番浦 剛正   技術参与   水産庁資源管理部 
(Mr. Kosei BANURA)      国際課海外漁業協力室 
 
村岡 正清   業務主任/漁港・施設計画  株式会社エコー 
(Mr. Masakiyo MURAOKA) 
 
池田 正徳   港湾土木   株式会社エコー 
(Mr. Masanori IKEDA) 
 
岡田 伸司   自然条件調査/環境社会配慮 沿岸海洋調査（株） 
(Mr. Shinji OKADA) 
 
小菅 和典   施工計画/積算   株式会社エコー 
(Mr. Kazunori KOSUGE) 
 
渡邊  浩   建築計画   (株)ｺﾓﾝｳｪﾙｽﾞｴﾝｼﾞﾆｱｰｽﾞ 
(Mr. Hiroshi WATANABE) 
 
 
(2) 基本設計概要説明調査の調査団員の構成 
 
   氏名            担当               所属         
 
清水  勉   総  括   JICA無償資金協力部 
(Mr. Tsutomu SHIMIZU)      業務第三グループ 
 
番浦 剛正   技術参与   水産庁資源管理部 
(Mr. Kosei BANURA)      国際課海外漁業協力室 
 
村岡 正清   業務主任/漁港・施設計画  株式会社エコー 
(Mr. Masakiyo MURAOKA) 
 
池田 正徳   港湾土木   株式会社エコー 
(Mr. Masanori IKEDA) 
 
 



 
資-2 

資料 2調査行程 

 

現地調査の調査工程 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

JICA 農林水産省 村岡正清 池田正徳 岡田伸司 小菅和典 渡邊　浩

総括
計画管理

技術参与
業務主任

漁港･施設計画
港湾土木

自然条件調査
環境社会配慮

施工計画/積算 建築計画
(自社負担)

1 8/7 日
成田→グアム
(CO962 10:30→15:00)

2 8/8 月

グアム資料収集
グアム→コロール
(CO953 18:50→19:50)

3 8/9 火
ペリリュー移動
自然条件調査準備

水産局、保健省
資料収集

4 8/10 水
ペリリュー移動
波高計設置作業

波高計設置作業
水産局、保健省
資料収集

5 8/11 木

6 8/12 金 漁船入出航調査
環境調査

North Dock環境調査
建設材料分析用資料

採取

7 8/13 土 市内魚市場調査
漁船入出航調査
定期船乗客数調査

小潮時流況調査 市内魚市場調査

8 8/14 日 データ整理 データ整理 小潮時流況調査 データ整理

9 8/15 月 サンゴセンター調査 サンゴセンター調査 サンゴセンター調査
現地コントラクター

資料収集

10 8/16 火 水産局資料収集 環境庁資料収集 自然条件調査準備
現地コントラクター

資料収集

11 8/17 水

12 8/18 木
公共事業省
資料収集

ペリリュー州知事
聴き取り調査

漁業組合調査
Land & Survey
資料収集

13 8/19 金
環境庁
資料収集

漁業組合調査 漁民アンケート調査
気象サービス
資料収集

14 8/20 土 市内魚市場調査 データ整理 大潮時流況調査 市内魚市場調査

15 8/21 日
Ｔドック及びｺﾝﾊﾟｸﾄ

道路視察
データ整理 大潮時流況調査

Ｔドック及びｺﾝﾊﾟｸﾄ
道路視察

16 8/22 月
定期船乗船調査
及び航路標識調査

漁業組合調査 データ整理
定期船乗船調査
及び航路標識調査

17 8/23 火 航路標識調査
ペリリュー州政府

資料収集
マングローブ調査 航路標識調査

18 8/24 水
ノースドック
空中写真撮影

漁船隻数等調査 漁船動態調査
ノースドック
空中写真撮影

19 8/25 木
公共事業省
資料収集

ペリリュー電力会社 海底岩盤調査
気象サービス
資料収集

20 8/26 金 水産局資料収集 漁業組合調査 調査結果整理
現地コントラクター

資料収集

21 8/27 土 データ整理
ノースドック車両･
旅客動態調査

海底岩盤調査 データ整理

22 8/28 日
航路状況調査及び
定期船船体調査

航路状況調査 航路状況調査 データ整理

成田→グアム
(CO962 10:30→15:00)
グアム→コロール

(CO953 18:50→19:50)

23 8/29 月
Land & Survey
資料収集

漁業組合調査 漁業組合調査
サンゴセンター

深浅測量打ち合わせ
ペリリュー移動

24 8/30 火
公共事業省
資料収集

診療所調査 コロール移動
サンゴセンター

深浅測量打ち合わせ
漁業組合･診療所

調査

25 8/31 水
環境庁
資料収集

ノースドック
地形測量

ペリリュー移動
漁業組合調査

現地コントラクター
資料収集

コロール移動

26 9/1 木 水産局挨拶他 調査結果整理 調査結果整理 水産局挨拶他 公共事業省調査

27 9/2 金

コロール→グアム
(CO954 00:35→04:10)
資料収集

日本大使館､資源
開発省説明

28 9/3 土
グアム→成田

(CO961 06:35→09:10)

コロール→グアム
(CO954 01:45→04:40)
グアム→成田

(CO961 06:35→09:10)

帰国　コロール→グアム

(CO954 01:45→04:45)
グアム→成田

(CO961 06:35→09:10)

水産局、保健省資料収集

水産局、保健省資料収集

資源開発省ミニッツ署名、日本大使館報告

日本大使館、大統領府、資源開発省表敬
(インセプションレポート説明、関係者協議、日程調整)

ペリリュー島現地North Dock踏査、ペリリュー州政府表敬

月日

成田→グアム(CO962 10:30→15:00)
グアム→コロール(CO953 18:50→19:50)

成田→グアム(CO962 10:30→15:00)
グアム→コロール(CO953 18:50→19:50)

官団員 コンサルタント団員

アンガウル港現地踏査（水産局同行）

日本大使館、資源開発省調査結果説明

帰国　コロール→グアム(CO954 01:45→04:40)
グアム→成田(CO961 06:35→09:10)

清水 勉 番浦剛正 
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基本設計概要説明時の調査工程 
 

 
官団員 コンサルタント 

清水 勉 番浦剛正 村岡正清 池田正徳 日

順 月日 潮 
総括 技術参与 

業務主任／ 

漁港・施設計画
港湾土木 

1 11/3 木 

  

＜移動＞成田→グアム（JO941 10:00→14:35）

グアム→コロール（CO953 19:40→22:00） 

 

 

＜移動＞成田→グアム（CO962 11:05→15:35）

グアム→コロール（CO953 19:40→22:00） 

 

2 4 金  日本大使館、JICA コロール事務所、資源開発省へ表敬訪問及びＤＲＦ説明 
3 5 土  団内協議 

4 6 日  ＜移動＞コロール→ペリリュー往復、現地状況調査（土捨場等の踏査、確認） 

5 7 月  ミニッツ協議、ミニッツサイン、日本大使館、JICA コロール事務所報告 

6 8 火  ＜移動＞コロール→グアム（CO954 2:30 → 5:25） グアム→成田 （CO961 7:20 → 9:55） 
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資料 3関係者（面会者）リスト 

 

(1) Office of President（パラオ国政府 大統領府） 
Hon. Tommy E.Remengesau,Jr. President 
 
(2) Ministry of Resources and Development（資源開発省） 
Hon. Fritz Koshiba  Minister 
Mr. Theofanes Isamu  Director, Bureau of Marine Resources 
Mr. Franny Rpklan  Ocean Management, Bureau of Marine Resources 
Mr. LeonE.Remengesau  FisheryManagement, Bureau of Marine Resources 
Mr. Gilbert U. Demei  Director, Bureau of Land and Survey 
Mr. Masasinge Arurang  Director, Bureau of Public Works 
Mr. Osamu Taniguchi(谷口 修) JICA Senior Overseas Volunteer 
 
(3) Ministry of Health（保健省） 
Hon. Victor M. Yano M.D.  Minister 
Mr. Nick N. Ngwal  Health Services Administrator 
Dr. Ishmael Togamae  Southern Community Health Center 
Mr. Stevenson Kuartei M.D. Director, Public Health 
Mr. Eric Rehuher  Bio Medical Engineer 
Mr. Shozo Takaba(高羽祥三) JICA Senior Overseas Volunteer 
Mr. Masaru Takada(高田 勝) JICA Senior Overseas Volunteer 
Mr. Jun Figuerod  Pacific Biomedical Services Inc. 
 
(4) Ministry of Finance（財務省） 
Mr. Casimel E. Remengesau Finance and Management Advisor 
 
(5) Environmental Quality Protection Board（環境局） 
Ms. Portia K. Franz  Executive Officer 
Mr. Donald Dengokl  Assistant Executive Officer 
Mr. Alex Apostoz   Environmental Enginner 
 
(6) Ministry of Commerce and Trade（商務省） 
Mr. Arvin Raymond Acting Director, Transport and Communication           

Division 
 
(7) Ministry of State（国務省） 
Mr. Guslav N. Aitaro  Bureau of International Trade & Technical Assistance 
Mr. Ramon Recbei  Director, Bureau of Foreign Affairs 
Mr. Hiroyuki Nagafuchi  JICA Senior Overseas Volunteer 
  
(8) Ministry of Community and Cultural Affairs（文化省） 
Ms. Vicky N. Kanai  Director, Bureau of Arts and Culture 
Ms. Rita Olsudong  National Archaeologist, Bureau of Arts and Culture 
 
(9) Palau National Communication Corporation（パラオ電話公社） 
Mr. Stalin Bai   Enginner 
 
(10) Palau Visitors Authority（観光局） 
Ms. Lanny Ngedebuu  Statistics Technician 
 
(11) Palau Federation of Fishing Association (パラオ漁業組合連合会) 
Mr. Victorio Uherbelau  Chairman 
Mr. Harry Ngirmidoc  Acting Manager 
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Mr. Fredrick Rubaseh  Fish Handler 
 
(12) Peleliu State Government（ペリリュー州政府） 
Mr. Jackson R. Ngiraingas Governor 
Mr. Masaru Ingloag  Traditional Chief 
Mr. Kalbesang Soalabzai  Speaker 
Mr. Hilberd Ridep  Director of Public Works 
Ms. Lebeca Ngituod  Tresurer 
Mr. Raver Shmull  Tax Collection 
Ms. Haidy Masahiro  Office of Peleliu State Government in Koror 
 
(13) Palau International Coral Reef Center（パラオ国際サンゴセンター） 
Mr. Steven Victor  Research Department Head 
Mr. Hideki Yukihira Ph.D. JICA Research Coordinator 
 
(14) Palau Public Utilities Corporation Peleliu Power Plant（ペリリュー発電所） 
Mr. Lester Ngirameked  Superintendent 
 
(15) Blilior Fisheries Cooperative(BFCA)（ペリリュー漁業協同組合） 
Mr. Kent Giramur  Manager 
 
(16) Crew of Peleliu State Cargo Vessel “ ODESANGEL_DIL”（定期船） 
Mr. Hosei Hideo   Captain 
 
(17) Crew of Peleliu State Cargo Vessel “PELELIU STAR”（定期船） 
Mr. Obichang Nobuo  Captain 
 
(18) Replesentative of Land Owner System (土地所有関係者) 
Mr. Ermas Ngira Elbaedoy Land Owner 
Mr. Smau Amalei Ngirngesang Land Owner 
 
(19) Belau Air Inc.（ベラウ航空） 
Ms. Madrei Singeo  Representative 
 
(20) Local Contractor（現地建設会社） 
Mr. Surangel Samuel Whipps, Jr. President CEO, Surangel & Sons Co. 
Mr. Mason N. Whipps  VicePresident, Surangel & Sons Co. 
Mr. William Malano  Chief Engineer, Socio Micronesia inc. 
Mr. Peter Polloi   Assistant Manager, Pacific Development Corporation 
 
(21) Embassy of Japan (日本国大使館) 
Mr. Naotake Ymashita  Charged Affaires ad interim 
Mr. Takashi Mita  Special Assistant(Researcher / Advisor) 
 
(22) JICA Palau Office (JICA パラオ事務所) 
Mr. Yoshio Notsu   Resident Representative 
Mr. Kenji Aizono   Project Formulation Advisor 
 
(23) Japanese Consultant & Contractor（在留邦人コンサルタント及び建設会社） 
Mr. Fumihiko Shishido  Resident Engineer, Nippon Koei Co.,Ltd. 
Mr. Yuji Takao   Project Manager, Nishimatsu Construction Co.,Ltd. 
 
(24) Overseas Fishery Cooperation Foundation (財団法人 海外漁業協力財団) 
Mr. Shigeru Kuramochi  Director, Pacific Island Division 
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資料 4当該国の社会経済状況（国別基本情報抜粋） 
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資料 5討議議事録（M/D） 

 

現地調査時 
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基本設計概要説明調査時 
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資料 6事業事前評価表（基本設計時） 

1. 案件名 
パラオ共和国 ペリリュー州北港整備計画 基本設計調査 

2. 要請の背景（協力の必要性・位置づけ） 
(1) パラオ共和国（以下、｢パ｣国）は 1996年に｢国家開発計画 2020｣を策定し、環境保全に配慮
しつつ持続可能な地域開発の達成と自立した経済の実現を目指している｡本プロジェクトサ

イトが位置するペリリュー州は､首都コロールから南に約 56 ㎞に位置する面積 13km2の島

で、人口は 571人（平成 12年）である。本プロジェクトサイトの北港は、ペリリュー州の
漁業の中心施設であるとともに必要物資の殆どを島外に頼る同州の物流の拠点として重要

な役割を果たしている。 
(2) 北港の整備に対して、我が国は水産無償を供与し、漁業関連施設(管理事務所、製氷設備、給
油・給水設備、運搬船等)の整備、物揚場の改修、航路・泊地の浚渫が行われた。この結果、
同州の漁業活動の活性化が見られ、利用船舶数も年々増加してきた。しかし、①漁船専用の

桟橋が無いため漁船の待船が生じている。②水深が 1.5m と浅いため、その後導入された大
型定期船の円滑な航行に支障を来たしている。③航路標識が十分でないため悪天候時や緊急

時における航行の安全確保が困難である。等の問題がある。 
(3) 「パ」国政府は、北港の船舶混雑の解消、船舶安全航行の確保、荷役作業の効率化等を図る
ため、本プロジェクト実施に必要な無償資金協力を我が国に要請してきた。 

3. プロジェクト全体計画概要 
(1) プロジェクト全体計画の目標（裨益対象の範囲及び規模） 

1) 目標 
①北港における漁船等の係留岸壁と大型定期船係留岸壁が区別されることにより、漁船の水

揚げ場不足が解消され、漁獲物の水揚げ作業の効率化と作業の安全性が確保される。 
②航路及び岸壁前面を浚渫することにより、大型定期船の運航ダイヤが確保され、漁獲物を

含む物資の輸送量が拡大する。 
③航路標識が設置されることにより、悪天候時における航行の安全が確保され稼動率が向上

する。 
2) 裨益対象の範囲及び規模 
①裨益対象の範囲：「パ」国ペリリュー州、コロール州及び「パ」国国民 
②裨益対象の規模：直接：ペリリュー州住民（571人） 

間接：流通／運搬業者を含むコロール州の住民(約 14,000人)、ペリリュ
ー州を訪れる観光客、戦没者慰霊団及び「パ」国民(年間約 6,300
人) 

(2) プロジェクト全体計画の成果 
1) 物揚場が拡張、整備される。 
2) 大型定期船用ランプウェイが整備される。 
3) 斜路が港内に整備される。 
4) 護岸が改修される。 
5) エプロンがコンクリート舗装される。 
6) 照明、係船柱、防舷材、車輪止め及び係船環が整備される。 
7) 泊地及び航路が浚渫される。 
8) 航路標識が整備される。 
9) 港湾施設・航路が適切に管理・運営される。 

(3) プロジェクト全体計画の主要活動 
1) 既存物揚場西側に物揚場を整備する。 
2) 泊地及び航路を浚渫する。 
3) 航路標識を整備する。 
4) 施設・航路を維持補修する。 

(4) 投入（インプット） 
1) 日本側 
北港港湾施設拡張・改修及び航路浚渫：無償資金協力 5.81億円 
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2) 相手国側 
①必要な人員：ペリリュー州政府、資源開発省 
②建設用地の確保 
③各種許認可の取得 
④相手国側負担事項 
（仮説ヤード・土捨場の整備、安全策等場内整備、道路の整備、銀行取極め手数料） 
 （25,500US$） 
⑤施設の運営・維持補修に係る経費：維持補修経費（年間）約 430万円 

(5) 実施体制 
実施機関および主管官庁：「パ」国資源開発省 

4. 無償資金協力案件の内容 
(1) サイト 
「パ」国ペリリュー州北港 

(2) 概要 
1) 北港における港湾施設の拡張及び改良、2) 北港の航路の浚渫、3) 北港の航路標識の整備 

(3) 相手国負担事項 
1) ペリリュー州における工事用地、工事用道路、作業ヤード、土捨場及びコロール州におけ
る仮設ヤードの提供 

2) 上記用地の整地と伐開・除根 
3) 浚渫土砂および建設残土の処理 
4) 環境認証を含む各種許認可の取得 
5) 工事用車両の通行により、既存道路に不具合が生じた場合の補修 
6) 銀行取極めに係わる手数料 

(4) 概算事業費 
概算事業費 5.84億円 (日本側負担 5.81億円、「パ」国側負担 0.03億円) 

(5) 工期 
詳細設計・入札期間を含め約 15ヶ月（予定） 

(6) 貧困、ジェンダー、環境及び社会面の配慮 
環境面の配慮として、浚渫時に水質汚濁防止処置等を実施し、環境保全に留意して工事を施工

する。 
5. 外部要因リスク（プロジェクト全体計画の目標の達成に関するもの） 
想定を越える規模の異常気象による災害がないこと 

6. 過去の類似案件からの教訓の活用 
特になし 

7. プロジェクト全体計画の事後評価に係る提案 
(1) プロジェクト全体計画の目標達成を示す成果指標 

成果項目 プロジェクト実施前 プロジェクト完了後 
1)大型定期船と漁船との係留岸壁の区別
により、漁船の沖合待ち時間の消滅 
(定期船の運航行程は、潮待ちや時間帯に
より、最短で 1泊 2日であり、係留中は他
船舶接岸不可能) 

現状では定期船係留

中は、接岸不可能 接岸可能となる 

2) 大型定期船満載時の北港の航路運航可
能日数(2005年の潮位を基準) 44日間 323日間 

(2) その他成果指標 
なし 

(3) 評価のタイミング 
2007年 4月の施設供用開始から評価の準備を行い、1年間の運行実績を調査する。 
評価タイミングは 2008年度となる。 
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